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墨近の災害から見えてくる砂防の課題

.................................................................................. 
高橋保＊

顕著な災害が発生すると、往々にして、マスメデ

ィアから私にコメン トを求める電話が来る。03年7

月20日未明に発生した水俣の土石流災害に関して

も、 21日には犠牲者の救助作業等の報道がテレピで

盛んに流されていた。そんな最中、 土石流発生予知

や災害防除の可能性についてのコメントを求める電

話があった。テレビを通じた惜報だけでは、残念な

がら、どのようにして土石流が発生したのかといっ

たことが分からないので、当該メディアからのeメ

ールによる土石流発生領域を含んだ写真の提供を待

って、私なりの意見を述べた。

その後、私は、砂防・地すべり技術センターのご

協力により、水俣市等の現地調査を行い、実態につ

ぶさに触れることができた。ここでは、それらの現

地調査との関連で、日頃私が思っていることについ

て述べてみたい。

大親模崩壊に伴う土石流に関する学術上の課題

・蚊近、なぜか大規模崩壊に伴って発生する土石流

による災害が目立つ。96年12月の長野県小谷村蒲原

沢災害、 97年5月の秋田県鹿角市澄川温泉の災害、

97年7月の鹿児島県出水市針原川災害、そして03年

7月の熊本県水俣市楳川災害がその例である。それ

らは、いずれも数万立方メー トル以上（澄川温泉の

場合は数百万立方メー トル）の地すべり性の崩壊の

全部または一部が、流動過程で土石流化して流下し、

災害をもたらしたものである。個々の事例では、発

生誘因、崩壊の発生状況、流下流路状況、構成材料

等に顕著な違いがあり、これらを一口に崩壊誘起型

土石流といった分類でまとめたとしても、現象予測、

災害予測にまで結び付けるには、何が共通的な要因

で、何が個々の現象を特徴付けている要因かを明確

にすることをはじめとして、研究課題が山和してい
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ると言わねばならない。

前述したマスメディアから送付された集川土石流

の写真を見て、私が最初に受けた強い印象は針原川

土石流との類似性であった。両者ともに流域の中ほ

どに位骰する斜面で大規模な崩壊が発生し、それが

斜面下部と接している本流河川へ飛び込んでいる。

しかし、河川を一時的にダムアップした痕跡もなく、

直接土石流に転化したと推定される点が共通であ

り、流域面積も両者ともに1km噛である。さらに、

両者は地理的にも近く、共通の地質条件を持つので

はないかと推定された。しかし、顕著な相迩点も存

在する 。針原川土石流は 3日間連続雨批が約

400mmに達した後、約 3時間の無降雨を隔てて発

生したのに対して、集川では 2日間雨批が約

250mmに達した後の 1時間に9lmm/hrの激しい降

雨があり、その時に土石流が発生している。また、

両者は同様の地質構造の下で発生しているが、土石

流構成材料は、針原川では細粒土成分が非常に多い

のに対して、集川では巨礫成分が多いという特徴が

ある。

大規模な、いわゆる地すべり性崩壊は降雨の最盛

期よりかなり遅れて発生する事例が多く、 地下水位

の緩慢な上昇による土塊の不安定化がきっかけで起

こると考えられる。針原川の崩壊はまさにそのよう

にして発生したと椎定され、崩壊発生時点には本川

河道の水の流批はすでに小さくなっていたはずで、

崩壊土塊の土石流化は土塊自身が含んでいた水の作

用によって生じたとしなければならない。私たちは、

最近、このような土石流化過程をモデル化して取り

扱う理論を提案している1)。それは、 土塊下部の水

で飽和した部分の液状化によって土石流が生じ、流

下に従って磨り減るような形で土塊ポリュームが減

少するのと引き換えに土石流ポリュームが増えてい

くと考え、土塊と土石流が混在する流れとして計鉢

するものである。そして、実験とそれを復元する数

値シミュレーションによって、針原川で起こった現



象、すなわち、土塊部分が先頭となり、 土石流が遅

れて進むことにより、土塊が停止した後は土石流が

停止士塊を乗り越えて進むという現象が説明できる

ことを示している。

梨川土石流の場合、崩壊および土石流は降雨の最

盛期に生じている。豪雨時に多発する表思崩壊は、

大抵、豪雨の最盛時に同期して起こることが知られ

ており、多くは崩壊の発生とほとんど同時に土石流

化し、河床堆積物を巻き込んで発達 ・流下する。集

川の崩壊は深さ （最大15m程度か？）が針原川の場

合 （最大30m程度）より浅く、また、細粒土分が少

ないことにより、地下水の降雨に対する応答が速く、

崩壊発生時に土塊はほとんど水で飽和していた可能

性がある。もしもそうであれば、表陪崩壊の場合と

同様に、崩壊発生と同時に土石流化した可能性も否

めないし、降雨最盛期には河川流拙も相当大きかっ

たであろうから、その水と崩壊土砂との急激な混合

によって土石流が発生した可能性も高い。私たちは

針原川土石流についても、崩壊当初から土石流化し

ていたとして解析したことがある21。この場合には、

土塊部分の運動が砂防ダムで止められ、土石流部分

のみが砂防ダムより下流へ流されて災害を引き起こ

したこともあって、このような取り扱いで災害現象

が復元できている。集）II土石流についても、針原川

の場合よりも流動化に要する時間が短かったと推定

されることから、そのような取り扱いも可能である

と思われる。

針原川崩壊跡地

躙説］

しかし、針原川の場合も、集川の場合も共に深層

崩壊に起因しているものとすれば、 土石流化過程に

要する時間の大小はあっても、むしろ当初は土塊の

運動として始まり、次第に土石流化していくものと

した解析で統一するのが現象の本質に近いモデル化

であろうと思われる。私たちは、現在、集川の土石

流について、このような立場に立って、モデルに含

まれている諸パラメータの値が土石流の特性にどの

ように彩押するのかの検討を進め、どのように考え

ると実際の現象がよりよく再現できるか検討してい

る。

以上は、崩壊から土石流への転化過程のモデル化

に関する課題であるが、そのモデルによって発生土

石流を予測するためには、どの斜面が、どのような

規模で、いつ崩れるか、そのとき、どのような材料

構成で、どのように水分が含まれているかといった

ことが前提条件として与えられなければならない。

このようなことがらの予測は崩壊から土石流への転

化過程の予測以上に難しい課題であるといっても過

言ではなく、冒頭に述べた最近の土石流災害の状況

に鑑みて、研究を重点的に進める必要があると考え

る。

災害復旧計画の課題

水俣土石流災害の現地調査のついでに、久しぶり

に針原川を訪ねた。崩壊跡地の安定化のために施工
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［譲説

された法枠工には草 ・潅木が根付き、間もなく 一陀

しただけでは崩壊跡地であることに気づかなくなる

ものと思われた。

木災害の復旧は、砂防施設による復l日として、 上

記山腹工の他に、崩壊直下の新設砂防ダム、災害時

にはほぼ完成していて崩壊土のうち土塊状態で運動

している部分を阻止する役割を果たした既設砂防ダ

ムの修復と貯砂容批の回復、および、その下流のス

リットダム付遊砂地によってなされており 、砂防ダ

ム ・遊砂地の堆砂容批合計は56.600m3として計画さ

れている3)。完成した砂防ダムには、土石流による

衝撃を吸収するために古タイヤによる緩衝材を設置

するなど、新しい工夫もなされていて、興味深いも

のがある。

針原）1|災害における崩壊・土石流の土砂収支は、

崩壊土秘16万m尺崩壊地内およぴ脚部残士婿3万

n廿、既設砂防ダム堆砂最5万m3,針原地区氾濫堆

租益 8万面と見積もられている。このような土砂

岱：は、針原川の流域面積 (l.55km2)に対して河川

砂防技術基準 （案）に示されている地すべり型大崩

壊の発生が予測されない場合の参考値と対比しても

誘くべきものではなく、まして地すべり性崩壊が生

じているのであるから、当然の土茄であったと評価

されるのかも知れない。

針原川は災害前から土石流危険渓流に指定され、

計画堆砂批22.000面の砂防ダムが、災害発生時には、

まさに竣工直前であった。私は災害前の本流域の計

画土砂批についても不案内であるが、災告復旧事業

で採川された土祉はどのような考えで決められたの

かに関心がある。新たな同様規模の削壊の発生が考

慮されているのであろうか、もし考應されていると

すれば、計画土址はこれでよいのか。本流域内全体

にわたる新たな崩壊可能性に関する調査は（概略に

ならざるを得ないが）行われたのだろうか。土砂災

害防止法に関連する基礎調査の手引書には、土石流

によって流下する土石等の砿は、想定土石流流出区

間長と侵食可能断面租の積で求めるとされている。

そして、斜面の深層崩壊絆に起因する想定をはるか

に超える規模の土石流については予測が困難である

から、技術的に可能な表層崩壊等によるものを対象

とするとしている。針原川の場合、土石流流出区間

は1km程度であるから、このような土祉のみを考慮

したとすれば56.600面は過大ではないのだろうか。

災害復旧事業が実鎖流出土砂砿に対応できるような
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計画規松（針原JIIではそれより少ない土品になって

いるようであるが）を対象としていて、他の災害が

発生しなかった流域の状況と対比して、過大である

と思われるような例がよく見受けられる。針原川の

ように、実際に深附崩壊が起こった流域に対しては、

同一斜面の再度崩壊、拡大崩壊を防止する手当ては

当然であるが、災害復旧事業に対する想定土鉱をど

のように考えるのか、実紹士拡を重視するのか、 上

砂災害防止法の基礎調究が対象としているような土

批とするのか、考え方を整理し、見梢もりに相当の

曖昧さがあることも含めて住民への説明買任を果た

せるようにしなければならないと考える。そうでな

ければ、後旧事業完成の後に、当該地区が以前より

安全になったのか、まだ危害の恐れが多分に残され

ているのか判断ができず、住民の自主性に重点を協

＜避難システムを実効あるものにすることが困難に

なると思われるからである。

やがて集川に対しても本格的な復旧事業が進めら

れるであろうが、流域内に深層崩壊を起こす可能性

のある斜面は、今回起こった斜面の他にあるのか、

無いのか、あるとすればどの程度の規模を想定する

岩盤まで侵食されている渓床の状況（集川）



のが妥当か、今回の崩壊斜面付近から下流の急勾配

河迫では渓床堆梢物の佼食による土石流発生の可能

性があるが、今は岩盤まで侵食されていて、土石流

になる材料がほとんど存在していない。今後どのよ

うな速度で渓床堆和物が貯まっていくと考えるの

か、そのような渓床堆積物を安定化させる方法とし

てどのような対策を考え、その効果をどう見積もる

かといった問題への明確な考え方の下に、土石流シ

ミュレーション等も駆使しながら復旧計画が立てら

れることを期待したい。

平常時流出土砂量と

計画土石流時流出土砂量への対処

前述のように、針原川の計画土石流による流出土

砂址は56.600m'と定められているようである。そし

て、最下流の遊砂地を除いた 2基の砂防ダムによる

計画貯砂拡は32.100面である。仮に針原川の平常年

における比流出土砂批を500mツ(km'・year)とす

ると、この貯砂容凪が悩杯になるのは約41年後と計

岱される。その間に土石流が発生しないとすれば、

それまでは遊砂地へほとんど土砂が流入しないこと

になる。 2基の砂防ダムが満杯になってからは、遊

砂地へも土砂が流入するが、スリットダムであるか

ら、土砂はそのまま下流へ巡ばれ遊砂地の貯砂容緑

24.500面は確保される。ここで、私の疑問は、最下

流にスリットダムを持った遊砂地を設けたことの意

義についてである。

上流の 2基の砂防ダムが満杯状態のところへ計画

規模の土石流が発生したものとすれば、砂防ダムの

土石流調節屈（満杯ダムの一時貯留徹） を無視すれ

ば、遊砂地の貯砂容品だけでは明らかに不足である

（不足であるから上流に砂防ダムが設けられている

のであろう）。 したがって、いつ起こるか分からな

い計画土石流に対処するためには、 2基の砂防ダム

の堆砂容抵は常に確保されている必要があるので、

平常時に貯留された土砂は頻繁に掘削 ・排除されな

ければならない。もしそのような人工的排土が持続

的に行われるなら、計画規模の土石流が発生しない

かぎり、遊砂地には永久的に土砂は流入しないこと

になり、スリッ トダムにしたことの烈味がなくなる。

もしかしたら、排土を遊砂地に梢み上げ、洪水によ

って自然に排出するという手段が想定されているの

であろうか。

請説］

一般的に言えば、掘削手段を計画に取り入れると

すれば、掘削地点はアプローチの易しい下流にある

のが望ましい場合が多いであろうから、 上流の砂防

ダムを透過型とし、下流ダムあるいは遊砂地に土砂

を貯めてそこで掘削し、搬出することにすべきであ

ろう。もし、人工掘削の手段は一切加えないという

方針であれば、すべての砂防施設を透過型にするこ

とも考えられる。この場合、平常年に流出する十砂

と土石流時に流出する土砂の性例の違いを知って、

平常年の土砂は確実に流下させ、 土石流の土砂は確

実に止めることができるよう、現地条件を十分に勘

案したスリット幅等を採用しなければならない。

ここで、土石流の土砂は確実に止めると言ったこ

との笈t味は直要である。石礫型土石流を透過型砂防

ダムで確実に止めた場合、私の経験の限りでは、貯

留土砂が時間を齢いて自然に流下して貯砂容址が回

復されるということは、まずあり得ない。それだか

らこそ、災害防止の効果が発揮されるのである。土

石流の後半のまだ流益の多い段階で、いったん止め

た土石流を流下させてしまうような大きい透過部を

持つ構造では、流下土砂が下流に危害を与える可能

性が嵩く 、折角多額の投資をして作った構造物が無

駄になってしまう。十石流は確実にl|"・ーめ、その後の

貯砂容祇の回復は人工的手段によらなければならな

い。そのためには、そのような工事がたやすくでき

るような場所に施設が設骰される必要がある。最近、

「流す砂防」の標語の下に、既設のコンクリー トダ

ムをスリットダム化する事例が増えている。このこ

と自体は悪いことではないと思うが、そのダムが水

系の砂防ダム群のどこに位置していて、スリットダ

ム化の効果や影評がどのように現れるのか、スリッ

ト幅や深さの検討とともに、十分な検討の下に実行

して頂きたいものである。
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